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第 1 節 本研究の意義 













 3 大都市圏 3 大都市圏以外 
私立大学 79% 21% 
公立大学 45% 55% 



















表序－2 研究機関別の論文数(2009－2011 期間平均値) 
 論文数 構成比(%) 
国立大学 31,651 59.7 
私立大学 10,915 20.6 
独法 6,043 11.4 
企業 4,380 8.3 
日本全体 52,989 100.0 
(出典)文部科学省 科学技術政策研究所，2013，「科学研究のベンチ 
















(平成 2008 年度実績) 
 国立大学 公立大学 私立大学 
3 大都市圏 その他地域 3 大都市圏 その他地域 3 大都市圏 その他地域 
大学数 14 校 32 校 2 校 0 校 2 校 0 校 
件数 1,081 件 1,668 件 110 件 0 件 96 件 0 件 
件数のシェア 37％ 56％ 4％ 0％ 3％ 0％ 



























いてきたという仮説である．表序－4 の論文数に関するデータも 2004－2006 年




(出典)文部科学省 科学技術政策研究所，2013，「科学研究のベンチマーキング 2012 
－論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況－ 」． 
 









1999－2001（A) 2004-2006（B) 2009－2011（C) 伸びA→B（％） 伸びB→C（％）
国立大学 33,708 34,066 31,651 1 -7
私立大学 10,116 10,549 10,915 4 3
独法 4,550 6,354 6,043 40 -5
企業 6,538 5,282 4,380 -19 -17






























































どのような教員が「運営」を多く担っているのか第 4 章で検証する． 
第二のルートは中期目標・中期計画及びそれらに基づく評価が財政政策の効果
をより強く浸透させている点である．後に詳述するとおり，この 12 年の間，国
                                                   
1 例えば天野郁夫，2006，「国立大学論 － 格差構造と法人化」『大学財務経営研究』第






















務時間の構成比にどのような影響がでているのか第 3 章及び 4 章で検証する． 
 
 























助金(グローバル 30 関連)，国際研究拠点形成促進事業費補助金(WPI 関連)，科学
技術総合推進費補助金(科学技術振興調整費)のデータを用いて推移を分析してい
る(データの制約から国立大学 83 校が対象)．その主な結果は次のとおりである． 
・収入合計は一貫して上昇            2,138 億円増     9.1％増 
・運営費交付金は一貫して減少        676 億円減      2.9％減 
 ・病院収入が最大の増加要因         1,803 億円増      7.7％増 
 ・競争的資金収入                    383 億円増 



























学財務・経営センターが公表している 2004 年度と 2013 年度の財務諸表データ
を用いて人的資源の弱体化につながる状況が起きているかどうかを第3章で確認
する． 
 なお， 2014 年までの高等教育財政に関する研究を島(2014)が包括的にレビュ
ーしているが，国立大学の内部資金配分についてデータに基づく分析を行ったも
のとしては水田(2010)が最新である．そのデータは法人化して 3 年後のデータで
ある．国立大学は 6 年間を中期目標期間としており，水田の研究は第 1 期中期目
標期間の前・中盤を対象としたものである．国はこの期間の財政政策として運営
費交付金を対前年度 1％削減することを明らかにしていたが，第 2 期以降につい
てどのような財政政策がとられるかについては明らかでなかった．その後実際に

















 運営費交付金は 2004 年度，法人化当初の 1 兆 2,415 億円から 2015 年度には









水田(2010)の研究は 2005 年度及び 2008 年度のデータを使用したものであり，

































































































 2002 年調査 2008 年調査 2013 年調査 
調査時点 11 月 30 日 11 月 1 日 11 月 1 日 
調査対象期間 2001 年 12 月～ 
 02 年 11 月 
2007 年度 2012 年度 
母集団(教員数) 171,094 178,696 187,730 
うち国立大学    
母集団(A) 68,666 63,917 65,373 
集計客体数(B) 2,892 1,316 2,471 


















学等におけるフルタイム換算データに関する調査による 2002 年，2008 年，2013 年



















































教育活動 研究活動 社会 運営
単純平均法 23.4 43.7 14.2 18.8
ウエイトバック法 23.5 41.0 17.0 18.6
構成比率（％）
教育活動 研究活動 社会 運営
単純平均法 23.2 44.1 15.6 17.0

















































































当該データは，文部科学省が 2002 年，2008 年，2013 年に行った調査の個票デ
ータを再集計・分析したものである． 
                                                   
5  文部科学省 高等教育局「財政制度等審議会(平成 28 年 11 月 17 日開催）平成 29 年度
予算の編成等に関する建議 (国立大学法人運営費交付金関係）についての文部科学省の
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第 1 章 国立大学法人制度の成立 



























































 敗戦後の 1947 年に特別会計は廃止された．これは戦後の壊滅的な経済状況の
下，国立大学復興のために莫大な資金が必要とされ，国立大学特別会計を独立し
て設置するゆとりがなかったためである． 










































































                                                   
8 中央教育審議会，1971，「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的

























































                                                   
9 Kate Jenkins,Karen Caines,Andrew Jackson，1988，「Report to The Prime 
Minister:IMPROVING MANAGEMENT IN GOVERNMENT-NEXT STEPS」
(http://www.civilservant.org.uk/library/1988_improving_management_in_governmen


































 →国公私「トップ 30」を世界最高水準に育成 
(出典)文部科学省 HP：
(http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu8/toushin/attach/1331038.htm





























その間の経緯を大崎(2011)の記述を基に年表化したのが表 1－1 である． 
表 1－1 国立大学の法人化検討に関する経緯 





1999 年 1 月 自民党と自由党の間で国家公務員 25％削減合意． 
1999 年 4 月 太田・有馬合意を含む中央省庁等の改革に関する方針が閣議決定． 
1999 年 6 月 名古屋大学松尾総長が国立大学協会で「国立大学の独立行政法人化問題
に関する検討結果のとりまとめ」を公表． 
1999 年 8 月 文部省有識者懇談会「今後の国立大学等の在り方に関する懇談会」設置． 
1999 年 9 月 国立大学長会議で文部省が「国立大学の独立行政法人化の検討の方向」
を配布． 
2000 年 3 月 自民党文教部会・文教制度調査会教育改革実施本部高等教育研究グルー
プ(麻生太郎主査)が「提言これからの国立大学の在り方について」公表． 
2000 年 5 月 文部科学省が調査検討会議を設置． 
2002 年 3 月 調査検討会議が「新しい「国立大学法人像」について」を公表． 






























































(出典)文部科学省 HP：http://www.nougaku.jp/buchokaigi/seimei/houjin.pdf(2016 年 12


































































































た者の比率は役員会 78.2％，教育研究評議会 67.9％，経営協議会 59.0％となっ
ており，経営協議会が最も低くなっている 12．また同センターが 2010 年に公表
した「国立大学の財務経営担当者調査(財務担当理事編)」において，「特に機能を
強化すべき役職・組織」を尋ねる設問に対して学長 57％，役員会 59.3％，担当









                                                   
11 白川優治，2007，「第７章 法人化に伴う管理運営組織の変化」『国立大学法人の財
務・経営の実態に関する総合的研究』(国立大学財務・経営センター）：119． 
 2004 年度における経営協議会の開催回数は平均年 5.5 回であった． 



























































                                                   




































































































































2004 12,415 9,785 741 1,305 584 
2005 12,317 9,649 786 1,383 499 
2006 12,214 9,558 800 1,431 425 
2007 12,043 9,517 781 1,378 367 
2008 11,813 9,427 790 1,288 308 
2009 11,695 9,459 863 1,166 207 
2010 11,585 9,371 873 1,154 187 
2011 11,528 9,371 910 1,112 134 
2012 11,366 9,304 1,000 999 63 
2013 10,792 8,618 1,258 916 0 
  




関する検討会」(第 1 回平成 26 年 11 月 5 日) 配付資料 3－1「国立大学法人の現状等
について」：25． 
  
 この結果，法人化以降 2015 年度までの運営費交付金額の推移は表 1－2 のよ
うになっている．表中「特別運営費交付金」は競争的に配分される部分，「特殊
要因運営費交付金」は退職手当等義務的経費に充当されるものである． 















































































第 3 節 国立大学法人を取り巻く経済社会環境 





































 (出典)バランタイン，ハマック，2011，「教育社会学」：431 の図より筆者がモデル化． 







































『日本学術会議 新春緊急学術フォーラム 「少子化・国際化の中の大学改革」』． 











2 兆 9,303 億円 
 
2 兆 7,530 億円 
 





























































第 1 節 国立大学法人化後の国の政策－研究改革関連資金－ 
 国立大学法人化後の国の研究改革関連財政政策は，どのような方針に基づいて
いたのか．文部科学省には科学技術・学術審議会が設置されているが，同審議会


























































































































こうした提言は，2003 年度から 2007 年度までの 5 年間実施された「特色ある
大学教育支援プログラム」(特色 GP)や，2004 年度から 2007 年度までの 4 年間
実施された「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」(現代 GP)の実施・運用に
つながったものとみられる． 






















































が必要である．」としており，2005 年度(平成 17 年度)から始まった「魅力ある大
学院教育」や 2007 年度(平成 19 年度)から開始されたグローバル COE プログラ
ムなどの競争的資金につながったと考えられる． 



















⑤ グローバル化社会の大学院教育  
～世界の多様な分野で大学院修了者が活躍するために～ (答申) 














業の創設が提言された．同事業は 2011 年度(平成 23 年度)から開始されている．  
⑥ 新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて 
～生涯学び続け，主体的に考える力を育成する大学へ～(答申) 
































                                                   
18  科学技術・学術審議会  学術分科会 「 研究の多様性を支える学術政策－大学等にお
ける学術研究推進戦略の構築と国による支援の在り方について－(第一次報告）」，2005，
































表 2－1 研究関連資金（競争的資金）制度の変遷 
(出典)文部科学省「競争的研究費改革に関する検討会」(第 1 回平成 27 年 2 月 20 日)参考
資料 10：.34 「15．競争的資金制度の変遷」を基に筆者が作成 19． 
 
具体的には，表 2－1 のとおり「戦略的創造研究推進事業」(2002 年度開始)の
ような比較的予算規模の大きいプログラムが導入・拡充されてきている． 
このような各種プログラムの導入に対応して，国立大学が獲得した公的機関か






 文部科学省では，特色ある大学教育支援プログラム(いわゆる GP プログラム)
を端緒に，法人化前後の時期から国公私立大学を通じた教育改革を促すための競
争的資金プログラムを導入してきている．これに加えて，国立大学固有のプログ
                                                   
19 各省の関係法人実施分を含む．予算額が 50 億円以上の事業のみ．2003(平成 5)・
2008(平成 20)・2013(平成 15)年度に実施されている事業を掲載しており当該年度が必ず
しも開始年度ではない． 




文部科学省 科学研究費補助金 1，765億円 科学研究費補助金 1,913億円 科学研究費補助金 2,381億円
戦略的創造研究推進事業 447億円 戦略的創造研究推進事業 486億円 戦略的創造研究推進事業 625億円
未来開拓学術究費補助金 66億円
21世紀COEプログラム 181億円 21世紀COEプログラム 220億円
原子力システム研究開発事業 52億円
重点地域研究開発推進プログラム 83億円
世界トップレベル研究拠点事業（WPI) 71億円 世界トップレベル研究拠点事業（WPI) 98億円
総務省 民間基盤技術研究促進制度 105億円 民間基盤技術研究促進制度 65億円
情報通信分野における基礎研究推進制度 63億円
厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 380億円 厚生労働科学研究費補助金 409億円 厚生労働科学研究費補助金 312億円






おける教養教育の在り方について」(2004 年 2 月)，大学院教育の実質化を求めた
「新時代の大学院教育」(2005 年 9 月)や，学士課程教育について学位授与の方針・
入学者受け入れ方針・教育課程編成及び実施方針の策定を求めた「学士課程教育
の構築」(2008 年 12 月)，「グローバル化社会の大学院教育 ～世界の多様な分野





表 2－2 国立大学の教育改革関連資金(競争的資金) 
 













改革強化推進補助金 138億円 スーパーグローバル大学等事業（26年度～） 99億円  21／37　　57％
改革基盤強化促進費 48億円 博士課程リーディングプログラム（23年度～） 185億円  54／63  　86％
地（知）の拠点整備事業（25年度～） 34億円 27／77　　35％
大学間連携共同教育推進事業（24年度～） 24億円  25／49  　51％
大学の世界展開力強化事業（23年度～） 28億円 40／55  　73％
未来医療研究人材養成拠点形成事業（24年度～） 20億円  21／25  　84％
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第 3 章 国立大学の人的資源の規模と構成の変化 
 
 
第 1 節 運営費交付金の削減が学内資金配分に与える影響 
 図 3－1 は，法人化した当初の 2004 年度から 2013 年度の間の運営費交付金の
削減率と常勤教職員の人件費の削減率の分布を表したものである．人件費は，損
益計算書の数値であり，実際に使用した金額である． 
 図 3－1，図 3－2，図 3－4 及び図 3－6 は，国立大学財務・経営センター「国





(出典)国立大学財務・経営センター「国立大学の財務」(平成 17 年度版，平成 26 年度版)
のデータを用いて筆者が作成．(以下図 3－2，3－4，3－6 も同じ．) 
図 3－1 運営費交付金の削減率(2004 年度-2013 年度)と常勤教職員人件費の削
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を増額した大学(4 大学)と減額した大学(3 大学)に分かれた． 
②附属病院を有する総合大学(医有り総合大学)の中には，運営費交付金の削減に
も関わらず常勤教職員人件費を削減してない一群がある． 
                                                   











学， 琉球大学，31 校  
③ 附属病院を有さない総合大学(「医無し総合大学」という）： 
岩手大学，福島大学，茨城大学，宇都宮大学，埼玉大学，お茶ノ水女子大学，横浜



























2006 年度の診療報酬改定で看護師 1 人が受け持つ入院患者によって病院側が
得られる診療報酬の区分に「7 人」という基準が追加され，「7 対 1」の看護体制




 図 3－1 において明らかに特有の分布をしている医有り総合大学を除くととも
に，特異値を除外するため 5≦常勤教職員人件費削減率≦40，5≦運営費交付金







第 2 節 人的資源の構成変化(常勤・非常勤人件費の構成) 










図 3－2 運営費交付金の削減率(2004 年度-2013 年度)と非常勤教職員人件費増
額率(2004 年度-2013 年度)の分布図(大学類型別)(％) 
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(出典)文部科学省「財政制度等審議会財政制度分科会 (平成 28 年 11 月 4 日開催) 
 資料(国立大学法人運営費交付金関係)についての文部科学省の見解」 
(2016 年 11 月 9 日国公立大学振興議員連盟配布資料)． 
図 3－3 常勤・非常勤人件費の推移(％) 
 
図 3－3 から分かるように 2004 年度と 2014 年度の全国立大学の経費構成を
比較すると，職員人件費(非常勤)は 2.7％から 3.8％へと 1.1 ポイント増加してい
る．一方，職員人件費(常勤)は，15.7％から 12.1％へと 3.6 ポイント減少してい
る．また，教員人件費(非常勤)は，1.6％から 2.8％へ 1.2 ポイント増加している．











図 3－4 非常勤教職員人件費増額率(2004 年度-2013 年度)と常勤人件費削減率
(2004 年度-2013 年度)の分布図(大学類型別)(％) 
 









































の教員が研究費を獲得しないケースが多いためである(図 4－8 参照)． 














































図 3－6 外部資金の増額率(2004 年度-2013 年度)と非常勤教職員人件費増額率
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例えば，文部科学省科学技術・学術政策研究所が 2013 年 9 月に発表した国立
の主要 11 大学を対象とする「大学教員の雇用状況に関する調査 －学術研究懇談
会(RU11)の大学群における教員の任期と雇用財源について－」では，2007 年と





(出典)文部科学省科学技術・学術政策研究所が 2013 年 9 月に発表した国立の主要 11
大学を対象とする「大学教員の雇用状況に関する調査 －学術研究懇談会(RU11)の
大学群における教員の任期と雇用財源について－」23． 















                                                   
23 調査対象機関は，我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学として RU11 を構成
























のとおり設定されている．(出典 文部科学省「平成 29 年度における国立大学法




































(出典)文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査 2013」のデー   
タを再集計． 
図 3－9「研究時間を確保するために有効だと考えられる手段」(2013 年調査) 





































































































































































第 5 節 まとめ 




























































第 1 節 検証テーマ 













の競争的資金は，2,000 億円から 4,000 億円に倍増した.これに対して，教育改革



















                                                   
24 文部科学省「競争的研究費改革に関する検討会」(第 1 回平成 27 年 2 月 20 日) 参





































 図 4－1 は，2002 年調査，2008 年調査，2013 年調査における全国立大学の教
員の活動別職務時間の構成比の変化を示している． 
 
 (出典)文部科学省科学技術･学術政策研究所，2015，「大学等教員の職務活動の変化－     
大学等におけるフルタイム換算データに関する調査による 2002 年，2008 年，2013
年調査の 3 時点比較－」：23．(以下図 4－2 から 4－4 まで同じ)26． 
図 4－1 国立大学教員の活動別職務時間構成比の変化(％) 
 










                                                   




































図 4－3 分野別国立大学教員の活動別職務時間構成比の変化：自然科学(％) 
 
 
図 4－4 分野別国立大学教員の活動別職務時間構成比の変化：その他(％) 
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表 4－1 国立大学教員の活動別職務時間数 大学類型別総括表 
 
 




教育活動 研究活動 教育社会 研究社会 その他社会 社会計 運営 合計 n
2013 647 1230 121 161 153 435 474 2786 2083
2008 706 1320 134 183 111 428 569 3023 1105
2002 578 1556 87 122 94 303 558 2995 3536
旧帝国大学
教育活動 研究活動 教育社会 研究社会 その他社会 社会計 運営 合計 n
2013 563 1438 112 170 107 389 450 2840 703
2008 596 1556 116 196 71 383 532 3067 341
2002 499 1756 87 147 70 304 568 3127 1062
医有り総合大学
教育活動 研究活動 教育社会 研究社会 その他社会 社会計 運営 合計 n
2013 675 1136 128 156 209 493 485 2789 966
2008 723 1221 132 169 138 439 577 2960 528
2002 594 1513 87 111 136 334 559 3000 1553
医無し総合大学
教育活動 研究活動 教育社会 研究社会 その他社会 社会計 運営 合計 n
2013 780 1031 136 145 14 295 512 2618 168
2008 910 1040 141 178 40 359 621 2930 94
2002 659 1380 87 124 20 231 564 2834 288
理工系大学
教育活動 研究活動 教育社会 研究社会 その他社会 社会計 運営 合計 n
2013 699 1173 106 196 47 349 540 2761 143
2008 756 1370 195 230 50 475 567 3168 85
2002 647 1526 79 133 16 228 547 2948 303
文科系大学
教育活動 研究活動 教育社会 研究社会 その他社会 社会計 運営 合計 n
2013 666 1055 123 176 42 341 366 2428 19
2008 716 761 761 180 0 420 505 2402 8
2002 635 1151 65 86 10 161 557 2504 61
教育系大学
教育活動 研究活動 教育社会 研究社会 その他社会 社会計 運営計 合計 n
2013 868 827 173 113 26 312 472 2479 35
2008 861 945 267 140 65 473 605 2884 20
2002 717 1134 127 88 29 244 550 2645 194
90 
 
表 4－1 から，国立大学教員の合計職務時間数は，2008 年が多い傾向を示して
いる 29．2002 年と 2013 年を比べると，すべての大学類型で合計数が減少してい
るが，年度によってサンプルの抽出の仕方が異なっているため活動別職務時間構





                                                   
29 文部科学省科学技術･学術政策研究所，2015，「大学等教員の職務活動の変化－大学
等におけるフルタイム換算データに関する調査による 2002 年，2008 年，2013 年調査





日(3557 人のうち 3005 人：85％)を基に設定． 
(210 日＊8 時間／2＝840 時間)≦正常値≦365 日＊16 時間＝5840 時間) 
なお，2013 年調査のみ「雇用形態」という設問があるため，同年については回答者中各
種プロジェクト雇用以外の者のみを集計対象とした． 
 集計対象のうち正常値として扱ったデータは，2002 年調査で 99％，2008 年調査 95％，
















































































































































































































































が集計対象 1104 人中 753 人(68％)とおよそ 3 分の 2 を占めた．また，研究時間
が減少した原因を 2 位まで回答する設問に対して「学内事務等の時間」を第 1 位
としたものが 57％，第 2 位とした者が 27％となっており，大半(84％)が学内事
務等の管理運営事務が負担になっていると感じている． 
 同様に 2013 年調査では，「研究時間を増やすために有効だと考えられる手段」
を尋ねる設問に対して「大学運営業務・学内事務手続きの効率化」を第 1 位とし








率化」を第 1 位とした者とそれ以外を第 1 位とした者のグループ別の集計値を比
較してみよう． 
表 4－2 2013 年調査における「研究時間を増やすために有効だと考えられる手
段」の設問に「大学運営業務・学内事務手続きの効率化」を第 1 位とした者と 







意差が確認できる．同様の傾向は 2008 年調査においても同様に確認できる． 









教育活動 研究活動 社会 運営
運営事務等の効率化が有効と回答　　　　n=904 24.1 43.1 13.4 19.4
運営事務等の効率化以外が有効と回答　n=1179 22.6 44.9 17.2 15.3
t検定結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｔ値 -1.919 1.856 4.112 -6.215
自由度 2054.185 2042.618 2076.026 1859.895
有意確率 0.055＞0.05 0.064＞0.05 0.000＜0.05 0.000＜0.05
2008年調査において3年前と比べて研究時間が減少と回答したかどうか
（％） 教育活動 研究活動 社会 運営 合計
3年前と比べて研究時間が「減少した」     n=753 24.6 39.8 14.6 21.0 100
「純増した」・「変わらない」・「わからない」 n=351 20.6 52.0 13.3 14.1 100
2008年調査において3年前と比べて研究時間が減少と回答し原因が「学内事務等の時間」とした者







第 3 節 活動別職務時間構成比への影響 
まず，大学類型別に見た図 4－5 及び図 4－6 において研究関連資金を獲得し
やすい大学類型，獲得しにくい大学類型を問わず一様に研究活動時間の構成比
が減少し教育活動時間の構成比が増加したことは確認済みである． 
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(注)ケースが 10 以下の場合は参考値． 
(出典)筆者が集計・作成 
図 4－8 専門分野別外部資金の有無(％)(2013 年調査) 
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 (2013 年調査) 
 
(出典)筆者が集計・作成 























































































図 4－11 「研究パフォーマンスを上げるのに有効な手段」第 1・2 位(％) 
 




























































































































うか．このことを概念化したのが図 4－12 である． 
 
(出典)筆者作成． 
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 大学の学部における 4 年間(医学・歯学・薬学の一部・獣医学は 6 年間)の課程
で，修了者には学士の学位が授与される．(出典)同上． 
【学校法人】 
  私立学校の設置を目的として，私立学校法の規定により設立される法人．( 関













職務がある． (関係法令：学校教育法第 92 条)(出典)同上． 
【教育公務員特例法】 




































ととされている．( 関係法令：学校教育法第 93 条)(出典)独立行政法人大学改革















法第 20 条)(出典)同上． 
【研究科】 









称の組織を置くこと ができる．( 関係法令：学校教育法第 100 条・大学院設置
基準第 5 条)(出典)同上． 
【国立大学法人】 
   国立大学法人法に基づき，国立大学の設置を目的として設立される法人．
( 関係法令：国立大学法人法第 2 条第 1 項)(出典)同上． 
【修士課程】 
  学部教育後の 2 年間の大学院課程で，修了者には修士の学位が授与される．
なお，5 年を修業年限とする博士課程を前期 2 年及び後期 3 年の課程に区分する
場合，その前期 2 年の課程(博士前 期課程)は修士課程として扱われる．修士課程













内容を社会に広く情報提供するという 3 つの特徴がある． 
(出典)第 4 期中央教育審議会 大学分科会 制度・教育部会 学士課程教育の在り方









































































年 12 月 23 日最終閲覧) 




13(2001)年 6 月)に基づき，平成 14(2002)年度から実施．(出典)中央教育審議会，
2005，「我が国の高等教育の将来像(答申)」用語解説． 
【博士課程】 
  学部教育後の 5 年間の大学院課程で，修了者には博士の学位が授与される． 
なお，大学院設置基準では以下の設置形態を認めている．1)前期 2 年の課程(博
士前期課程) 及び後期 3 年の課程(博士後期課程)に区分する博士課程，2)それら













学位はいわゆる「論文博士」と呼ばれる．( 関係法令：大学院設置基準第 4 条，
第 17 条，第 43 条・学位規則第４条) 
(出典)独立行政法人大学改革支援・学位授与機構，2016，「高等教育に関する質
保証関係用語集」(第 4 版)． 
 
